
基準値（単位） 基準年度

中間年度 最終年度

960,500

％

6,193

％

5,343

％

政策名（章） 第２章 質の高い都市基盤の整備を進めます

１ 施策の目的・概要（目的はわかりやすく記入）

基本施策名（節名） 評価担当課 土木計画課

基本目標 躍動し 魅力あふれる交流拠点都市をめざして 施策コード 32610

目標値の考え方（根拠）

河川などの公共用水域の水質を保全し、生活環境の向上をめざすため、相模川流域下水道終末処理場の増設及び終末処理場の負担
を軽減するための中間浄化施設の設置を促進し、市街化調整区域の公共下水道（汚水）整備を推進するほか合流式公共下水道区域の分
流式への改善を進めます。
平成１４年度末現在において、終末処理場（左岸処理場）は第８系列まで完成し、中間浄化施設についても終末処理場（右岸処理場）内に
モデル施設が完成し、今後は実証実験を行っていきます。市街化調整区域の公共下水道（汚水）整備は平成１４年度から整備に着手し、
対象面積約３３０ｈａのうち約7.9ｈａの整備を完了しました。合流式公共下水道区域の分流式への改善は平成１０年度から着手し、分流化に
必要な汚水幹線の整備を行っています。

２ 事業費・人員

年度 平成14年度（決算）平成17年度（決算） 増減の主な理由

３ 成果・活動指標

4,702,212

事業費 4,416,679

人件費 285,534

＊人件費は、一人あたり Ｈ14：839万円、Ｈ17：805万円として算定。人口は、61.6万人（Ｈ15.4.1現在） 66.7万人（Ｈ18.4.1現在）とした。

流入実績量での負担となった流域下水道事業維持管理負担金については、
不明水対策などにより流入汚水量の減少したことなどにより負担額が軽減さ
れた上、公共下水道の整備において、工法等の見直し及び効率的な整備を進
めたことによる。

指標名 指標の基準値の定義

市民一人あたりの事業費 7,858 7,050

合計 4,840,790

Ｈ１７

指標２ 市街化調整区域（汚水）人口普及率
目標普及人口(人)÷処理区域内人口（人）×100

98% Ｈ１７

指標１ 相模川流域下水道終末処理場整備率
実績日最大処理能力(㎥ )÷目標日最大処理能力
(㎥ )×100 100%

Ｈ１７

指標４

指標３ 合流式公共下水道の分流式への改善に必要な汚水幹線の整備率 【面整備については未着手】

実績整備延長（ｍ)÷目標整備延長(ｍ)×100
100%

指標５

Ｈ17目標値/実績値 中間年度の目標値 最終年度の目標値

２１年度

終末処理場の整備率により汚水
処理能力増加の達成度を計りま
す。1,030,200

指標１

達成率
１９年度

100

960,500
1,030,200

２１年度

市街化調整区域の汚水整備区域内
における対象人口に対し、整備工事
を実施したことにより、共用開始が
可能となった人口に対する達成度を
計ります。

14,400
指標２

達成率
１９年度

98.1

6,077
10,839

２１年度

分流式への改善に必要な汚水
幹線の整備率により面整備に対
する準備達成度を計ります。5,343

指標３

達成率
１９年度

100

5,343
5,343

指標４

達成率 #DIV/0!

指標５

達成率 #DIV/0!

◆総合計画における位置付け等 平成18年 月 日記入

平成１8年度 施策評価シート

施 策 名 汚水対策の推進 課長名 佐藤繁

評価担当部 土木部

第６節 下水道の整備と管理



１次評価

Ａ

２次評価

Ａ

３次評価

４ 市民満足度調査結果（平成18年度実施分）
○この施策の満足度は3.426で51施策の中で3番目。
○重要度は4.125で12番目である。
○改善要望度は0.0126で24番目である。
○年齢別にみると、満足度は60歳以上で高く、40歳代で
もっとも低くなっている。
○重要度は60歳代でもっとも高く、30歳代でもっとも低く
なっている。
○前回調査と比較すると、満足度、重要度ともに施策の順
位は前回調査と同様である。
○満足度の順位では、前回調査と大きな差はみられず、全
ての年代で上位10施策に入っている。
○重要度の順位では、20歳代で上がっている。

視点の
種類

評価基準・
着眼点 評価点 それぞれの視点に対して評価の具体的根拠

５ １次評価（３つの視点から評価を行う）

有効性

各事業が果たす
施策に対する目
標の達成度合い
を把握し、効果の
高い事業を実施
している

2

公共下水道（汚水）整備を市の最重点施策として整備を進めた結果、平成12年度までに市街化区
域のほぼ全域の整備を完了し、平成14年度から市街化調整区域の整備に着手しました。また、相
模川流域下水道の管きょの整備は概ね完了し、終末処理場についても流域関連市の普及状況に
合わせた処理能力の拡大を計画的に進められています。こうした取り組みが、相模川をはじめとす
る河川などの公共用水域の水質保全や生活環境の向上のため、大きな役割を果たしています。

効率性

最少経費で最大
効果が得られる
事業構成となっ
ている

4

本市は、相模川の水質保全や効率的な運営のため、神奈川県と相模川流域の１４市町で運営する
相模川流域下水道事業に参画しています。更に、市街化調整区域の公共下水道（汚水）整備につ
いても家屋が建ち並んでいる度合いなどから判断して整備区域を設定し、各工事区域においても
対象箇所、最良の施工法などに見直し、建設発生土の再利用なども図り、効率的な事業運営に努
めています。

市民満
足度

市民満足度調査
により市民ニー
ズを把握し、市民
の立場に立って
事業展開してい
る

4

下水道は、快適な市民生活と活気ある経済活動を支える重要な都市基盤施設であり、これまでも
計画的な整備に努めてきましたが、今後も人や環境にやさしい質の高い都市基盤の整備に取り組
む必要があります。また、河川水源復活の対応など、新たな課題への取り組みが求められているた
め、今後も施策の継続が必要です。

６ 課題と解決策（現状または、評価結果から）

合計 10 評価結果に基づく区分（４項目の合計点数による）
Ａ（12から10点） Ｂ（9から5点） Ｃ（4点以下）

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

事業の結果だけではなく、施策目的に適合した指標の設定を検討する必要がある。
今後とも財源確保に努め、計画的な事業の推進を図るべきであるが、合併後の施策のあり方を考慮する必要がある。

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

８ ３次評価及び意見（評価結果及び課題・解決策について、必要に応じて意見を記入）

課題
公共用水域(水源地域）の水質保全には、津久井地域、市街化調整区域の公共下水道（汚水）整備並び合流式公共下水
道区域の分流式への早期改善が必要であり、事業費の確保など課題はあります。

解決策
神奈川県や相模川流域市町と連携するとともに、あらゆる視点から事業内容及び事業費の精査に取り組み、創意工夫に
より施策目標達成のため今後も努力してまいります。

７ ２次評価及び意見（１次、２次で評価に相違がある場合など、必要に応じて意見を記入）

下水道の整備と管理

3.0

3.5

4.0

4.5

2.5 3.0 3.5 4.0

満足度の平均 3.190

低い ← 満足度 → 高い

高
い

↑

重
要
度

↓

低
い

重要度の平均 3.871

施策

Ｈ18◇ Ｈ15▲



コード 32610

構成事務事業一覧

構成事務事業 事務事業
担当課

Ｈ15施策
の
優先順位

Ｈ15人員
（人）

Ｈ14決算額
（千円）

Ｈ18施策
の
優先順位

Ｈ17人員
（人）
Ｈ17人件費
（千円）

Ｈ17事業費決
算額（千円）

Ｈ17決算額
（千円）

相模川流域下水道維持管
理負担金 土木計画課 1 0.10 2,469,109 1 0.10 805 1,954,237 1,955,042

相模川流域下水道建設負
担金 土木計画課 1 0.07 720,066 1 0.07 564 475,774 476,338

公共下水道使用料賦課徴
収経費 下水道管理課 2 18.00 230,660 2 11.00 88,550 335,747 424,297

公共下水道使用料賦課徴
収経費 津久井建設課 2 0.50 4,025 3,848 7,873

公共下水道使用料賦課徴
収経費 相模湖建設課 2 0.50 4,025 1,848 5,873

受益者負担金賦課徴収経
費 下水道管理課 3 2.00 24,645 3 3.00 24,150 13,472 37,622

受益者負担金賦課徴収経
費 津久井建設課 3 0.80 6,440 2,940 9,380

受益者負担金賦課徴収経
費 相模湖建設課 3 1.50 12,075 2,954 15,029

隣接市町下水道施設利用
負担金 土木計画課 4 0.05 2,078 4 0.05 403 33,850 34,252

公共下水道 整備事業（補
助事業）[汚水対策分] 下水道整備課

5 1.00 195,645 5 4.00 32,200 611,892 644,092

負担金・補償金 下水道整備課 6 1.00 108,489 6 1.00 8,050 10,375 18,425

下水道事業審議会経費 土木計画課 7 0.12 1,205 7 0.12 966 161 1,127

公共下水道 測量設計等委
託 [汚水対策分] 下水道整備課 8 3.20 97,819 8 0.90 7,245 70,216 77,461

公共下水道 整備事業面
整備事業[汚水対策分] 下水道整備課

2.00 269,924 5 1.60 12,880 175,907 188,787

公共下水道 整備事業その
他整備費[汚水対策分] 下水道整備課 9 3.40 174,188 9 1.80 14,490 87,984 102,474

公共下水道 整備事業その
他整備費（下水道管理課） 下水道管理課 9 2.00 321,780 9 2.00 16,100 240,826 256,926

公共下水道 整備事業その
他整備費（南土木事務所） 南土木事務所 9 4.00 179,744 9 2.00 16,100 142,694 158,794
公共下水道 整備事業そ
の他整備費（津久井建設

課）
津久井建設課 5 2.50 20,125 137,866 157,991

公共下水道 整備事業そ
の他整備費（相模湖建設

課）
相模湖建設課 5 2.00 16,100 112,484 128,584

座間中央幹線整備事業負
担金

隣接市町建設費負担金
土木計画課 0.03 45,438 0.03 242 1,604 1,846

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

36.97 4,840,790 35.47 285,534 4,416,679 4,702,212

36.97 4,840,790 35.47 285,534 4,416,679 4,702,212合計

計

汚水対策の推進



コード 32610

構成事務事業一覧

構成事務事業 事務事業
担当課

Ｈ15施策
の
優先順位

Ｈ15人員
（人）

Ｈ14決算額
（千円）

Ｈ18施策
の
優先順位

Ｈ17人員
（人）
Ｈ17人件費
（千円）

Ｈ17事業費決
算額（千円）

Ｈ17決算額
（千円）

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0.00 0 0.00 0 0 0計

汚水対策の推進


